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◆男女雇用機会均等法◆ 

■性差別禁止の範囲の拡大 

【例えば】 

○　一定の職種（いわゆる総合職、一般職等を含む。）や一定の雇用形態（いわゆる正社員、 

　パートタイム労働者等を含む。）について、募集又は採用の対象を男女のいずれかのみと 

　すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 など 

【例えば】 

○　営業部門において、男性労働者には外勤業務に従事させることとするが、女性労働者 

　については当該業務から排除し、内勤業務のみに従事させること 

○　男性労働者には一定金額まで自己の責任で買い付けできる権限を与えるが、女性労働 

　者には当該金額よりも低い金額までの権限しか与えないこと　　　　　　　　　　など 
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【例えば】 

○　一定の役職を廃止するに際して、当該役職に就いていた男性労働者については同格の 

　役職に配置転換をするが、女性労働者については降格させること 

○　女性労働者についてのみ、婚姻又は子を有していることを理由にして、降格の対象と 

　すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 

【例えば】 

○　「一般職」から「総合職」への職種の変更の基準を満たす労働者の中から男女のいず 

　れかを優先して職種の変更の対象とすること 

○　有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験の合格基準を男女で異な 

　るものとすること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 

【例えば】 

○　女性労働者に対してのみ、経営の合理化のための早期退職優遇制度の利用を働きかけ 

　ること 

○　経営合理化に伴い退職勧奨を実施するに当たり、人事考課を考慮する場合において、 

　男性労働者については最低の評価がなされている者のみ退職の勧奨の対象とするが、女 

　性労働者については特に優秀という評価がなされている者以外は退職の勧奨の対象と 

　すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 

【例えば】 

○　経営の合理化に際して、男性労働者のみを、労働契約の更新の対象とし、女性労働者 

　については、労働契約の更新をしない（いわゆる「雇止め」をする）こと　　　　など 
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厚生労働省 
令で定める以下の3つの措置について、合理的な理由がない場合、間接差別 
として禁止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

【厚生労働省令で定める措置①】 

　労働者の募集又は採用に当たって、労働者の身長、体重又は体 
力を要件とすること 

間接差別とは 
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【厚生労働省令で定める措置②】 
　コース別雇用管理における総合職の労働者の募集又は採用に 
当たって、転居を伴う転勤に応じることができることを要件とす 
ること 

【厚生労働省令で定める措置③】 

　労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること 

　なお、省令で定めるもの以外については、均等法違反ではありませんが、裁判におい 
て、間接差別として違法と判断される可能性があります。 
　雇用管理に際しては、募集・採用、配置・昇進などに当たり、不必要な要件を課して 
労働者の能力発揮を阻害していないか改めて見直しましょう。 

（注） 




